
② 非正規看護職員  

［全体］   

一方、非正規職員（常勤者）の1年日給与は16．4万円、6年日の給与は18．5万円。   

年収でみると、1年目は214．5万円、6年目は242．9万円となった   

正規と非正規の年収ベースの差lよ 6年目で74．2万円となっている。   

［法人格別］   

法人格別にみると、1年目では医療法人が最も高く17．8万円、次いで、社会福祉法人が17．1万円、  

NPO暮その他が16．3万円、株式・有限が15，3万円と続く。   
6年目に給与l£全体平均で2万円程度の伸びであるのに対し、NPOtその他では4万円程度高  

くなっている。   

また、6年目の年収でlよ社会福祉法人、NPO・その他が260万円台と高くなり医療法人を追い  

越している。株式・有限は最も低く216．6万円となった。  

017▼1＿3＿t 給 与・年 収（常 勤 看 護 職 鼻）  （万円）  

非 正 規 職 鼻  

1年 目 の 給  6年 目 の 給  1年 自 の 年  6年 巳 の 年  
与   与   収   収   

体  N  565   565   565   565  

有効N  39   39   39   39  

平 均 値   16．4   1a．5   214．5   242，9   

社 会 福 祉 法 人   N   161   †6 了   7 6 7   161  

有 効 N   15   15   15  

平 均 値   171   19，2  2322   2617  
医療法人   N   1ラ6   116   116   116  

事  有 効 N   5   5   5   5  

業  平 均 値   17．8  19 4  222．2   247．6  
所  N   25す   234   234   234   
♂）  有 効 N   †5   7 5   15   15   
法  平均値  1 53  170   193．9  2166  
人 格  NPO法 人そ の 他  N  盲句   50   50  百  

有 効 N   4   4   4   4  

平 均 値   16軍   20．5  2160   265．0  
紳 回 答   N  4  4   4  

有 効 N   0   0   0   0  

平 均 値   0．0   00   0．0   0、0  

③ 非常勤介護職の時給  

［全体］   

非常勤介護職の時給は1年目で778．4円、6年目で851．5円と低く、正規、非正規に比べて増減率  

は低い。   

［法人格別］   

法人格別にみると、1年目で最も高いのは医療法人の796．3円、最も低いのは株式・有限の768．2  

円で、差額は28円程度である。   

また、6年目の時給をみると、最も高いのはNPO・その他の882．0円で、最も低いのl粛東式・有  

限の835．8円である。  
Q172▼1－1時給（∃巨常勤介喜葦職員）  （円）  

6  

目  【∃  
の  の  

全体  N   565   565  

有効N   191   191  

平均イ直   778．4   851．5   

社会ネ高祉ブ五人   N   161   161  

有効N   63   63  

平均イ直  780．9   853．8  

医療法ノ＼  N  116   116  

有効N   34   34   

平二均イ直   796＿3   868▲9  

株式一有「を良   N   234   25   

の  有効N   77   77   

平均イ直   768．2  835．8  
50   50   

NP⊂）ブ芸人・そのイtb  N      田   有交わN   15   15  

平二均値   776．7  882．0   
■；i；昏 蓋   N   4  

有交わN   2   2  

平均イ直   800．0   855．0   
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④ 非常勤看護牡の時給  

［全体］   

非常勤看護職の時給は1年目で1，020．7円、6年目で1，167．0円となっている。1年目と6年目の差  

は146円程度である。   

［法人格別］   

法人格別にみると、株式・有限が最も低く947．9円となっている。その他でlよ社会福祉法人が1，057．2  

円、医療法人が1，097．5円、NPO・その他が1，110．0円となっている。   

また、6年目の時給をみても、最も低いのが株式・有限の1．068．5円で、社会福祉法人が1，185．6円、  

医療法人が1，253．3円、NPO■その他が1，365．0円となっている。   

常勤の看護職員と同じく、NPOlその他でl£全体平均の1．5倍以上支払っている事業所が1ケ  

所存在しており、サンプ／城蜘ミ少ないことから集計結果に影響を及ぼしている。  

Q17▼22＿1時給（非常勤看護職員）  （円）  

6  

年  年  
目  巨］  

日寺  
給  

全体  N   565   565  

有効N   74   74  

平均値  1．020．7  1，167，0   

社会ネ竃祉ブ去人   N   161   161  

有効N   18   18  

平均値  1，057．2  1．185．6  
医療ブ主人   N   116   116  

有効N   12   12   

業   平均イ直  1．097．5  1．253＿3   
株式・有限        田  N   234   234   

有効N   34   34   

ブ去  、′均イ直   

947．9  1．068．5  田  示J巨b法人・その他 無モ［亘】答  N  「盲b  50  格   有効N  10  10    平均値  1．110．0  1，365．0    N  4  4    有効N  0  0    平均値  0．0  0．0   
（3）離職率の状況   

ア．入職・離職の状況  

本調査実施日現在の正規随員人数に占める、1年間の入職者および離職者（平成18年1月から12   

月の間）割合を集計した。  

また、事業所の開設時期が新しいほど、入撤者比率および離撤者比率への影響が高くなると想定さ   

れることから、2004年以前開設事業所と2005年以降開設事業所に分けて集計している。   

（D 正規職員   

［全体］  

2004年以前開設事業所の入職比率は22．8％、離陸者比率は19．1％で、1年間に2割程度の職員の入   

れ替わりがある。  

また、2005年以降開設事業所の入職比率は56．5％、離職者比率は25．8％となっている。新設によ   

る採用などで人称寿が多いことは容易に予想できるが、離職する割合も25．8％とかなり高い割合にな   

っている。   

［法人格別］  

2004年以前開設事業所を法人格別にみると、株式・有限の割合が入職者比率、離陣者比率ともに高   

い。  

また2005年以降開設事業所をみると、同じく、株式・有限の割合が極めて高くなっており、離職   

者比率は3割を超えている。  
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QlO＿1＿1N正規職員の入職・離職状況  
（2005年以降開設   事業所）  

職入  職離  
員職  員職  
＼ノ者  ）者  
比  比  
率  率  

正  正  
規  規   

全体  N   140   140  

有効N   136   136  

平均値   56．5   25．8   

社会福祉法人  N  28  

有効N   28   28  

平均値   31．4   14．0  

医療法人  N  27   

事  
有効N  27   27  

545 22．8   

業  75   75   

71   7l   

平均値   

NPO法人・その他 無回答  

の   有効N  

＊サンプルごとに比率やポイント差を算出しその平均値を表示している。   

② 非正規織島   

本調査実施日現在の非正規職員数に占める、1年間の入職者および離陣者（平成18年1月から12  

月の間）割合を集計した。   

［全体］   

2004年以前開設事業所の非正規職員入職比率は37．0％、離職者比率は27．3％で、1年間に3割程度  

の職員の入れ替わりがある。   

また、2005年以降開設事業所の入職比率は68．4％、離撤者比率は36．7％となっており、正規職員  

を上回る変動がある。   

［法人格別］   

2004年以前開設事業所を法人格別にみると、株式・有限、NPO・その他での入職者比率は4割以  

上となっている。また、株式・有限の離撤者比率が37．0％と極めて高い。   

2005年以降開設事業所をみると、同じく、株式・有限の割合が極めて高く、入職者比率76．7％、  
離撤者比率47．8％となっている。株式・有限の人材確保の難しさが際立っている。   

01012N 非正規職員の入職・離職状況  
（2005年以降開設事業所）  

入  離  
職  職  
者  者  
比  比  
率  率   

全体  N  140  140  

有効N  115  115  

平均値   68．4   36．7  

社会福祉法人  N  28  28  

有効N  26  26  

平均値   600 _ 240  

医療法人   N  27   27  

事  
有効N  24   24  

業  平均値   66．2   3ト9  

所           株式・有限   N   75   75   

の  有効N   56   56   
法  平均値  76．7   47．8  

9  9   

人  NPO法人・その他   N              格   有効N   8   8  

平均値   52．5  】9，6  
無回答   N   

有効N   
平均値   0．0   0．0   

（2004年以前開設事業所）  
入  離  
職  職  
者  者  
比  比  
率  率   

全体  N   418   418  

有効N   336   336  

平均値   37．0   27．3   

社会福祉法人   N   130   130  

有効N   98   98  

平均値   27．7   19．8  
医療法人   N   88   8 

事  
有効N   65   65   

業  平均値  37．6   25・  

所  株式・有限  N  156   156  

の  有効N   133   133   
法  平均値   41．6   37．0  

41   41   

人  NPO法人・その他          N      格   有効N   38   38  

平均値  43・し   16．9  

無回答   

N  3  3  

有効N   2   2  

平均値   47．7   35．2  

＊サンプルごとに比率やポイント差を算出しその平均値を表示している。  

13   



イ．離職者の平均在職期間   

上記に該当する離陸者について、在籍期間の平均月数を集計した結果である。   

① 正規職員   

［全体］   

全体では、「1～2年未満」が29．6％で最も高しヽついで、「1年未満」が26．5％、「2～3年未満」が  

22．8％となっている。   

離陣者の平均在籍月数l£21．7ヶ月と2年に満たない。   

［法人格別］   

平均在籍月数を法人格別にみると、社会福祉法人では32．3ケ月であるのに対し、株式・有限では  

16．4ケ月で大きく差がある。   

株式・有限でl£離職者の6割が2年未満で辞めている。  

0％  20％  40％  －  60％  80％  100％  

ロ1年未満  6＝－2年未満  ロ2～3年未満  □3－4年未満  臼4年以上  口無回答  
し  

Qlし1N2離職者の平均在職期間（正規職員）  

A Eコ   2   3   4   

計   
無   平  

年   年   回   均  
末   2   3   4   以   

ご変こ ⊂：コ   月  
満   年  年  年  上  数   

未  未  末  

満  満  満  

全体  N  324   86   96   74   33   25   10   314  

％  100．0  26、5  29．6  22．8   10．2   7．7   3．1   21．7   
社会福祉法人   N   69   7   14   20   15   2   67  

100．0   20．3  29．0   15．9   1  2．9  32．3  

事  N  78  23  12  8  2   76   
業  ％  15．4   15．4   10．3   2．6  22．6   

所 の  株式■有限  N  149   
52   49   34   5   

法  ％  1000  349  32＿9  22．8   4．7   1．3   3．4   16．4   
人  NPO法人・その他  N   25   4   7   3   0   25   
格  ％  100．0   16．0  44．0  28．0   12．0   0．0   0．0  21．6  

無回答   N   3   0   0   0   2  

％  100，0   0．0  33．3   33．3   0．0   0．0  33．3   18．5  

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。   

② 非正規職員   

［全体］   

全体でIよ「1年未満」が47．1％で最も高く、「1～2年未満」が27．1％、「2～3年未満」が12．7％と  

続く。   

離職者の平均在籍月数lよ15．4ケ月で正規職員よりもさらに短い期間で辞めていくものが多い。   

［法人格別］   

平均在籍月数を法人格別にみると、社会福祉法人が18．9ケ月で最も長い。医療法人l£15．8ケ月、  

株式・有限は14．1ケ月、NPO・その他は10．7ケ月で、いずれも短い期間で辞めている。  
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0％  20％  40％  60％  80％  100％  

未満  □2～3年未満  ロ3～4年未満  臼4年以上 空二≠重奏二幸三重二重工 云云去】  L竺1年未満  臼l～2年  

Qlし2N2離職者の平均在職期間（非正規職員）  
A  Eコ   2   3   4   無   平  
言十   年   年   回   均  

未   2   3   4   以   ク史   月  
満   年  年  年  上  数   

未  未  末  
満  満  満  

全体  N   291   137   79   37   16   12   10   281  

％  100．0   47．1   27．1   12．7   5．5   4．1   3．4   15．4   

社会福祉法人   N   72   25   24   15   3   4   7l  

％  1旦叩  33．3   20．8   4．2  5．6   1．4   18．9  

事  N  55   26  12   6  6  3   2   53   
業  100旦   4？・3  3．6   15．8   

所 の  株式・有限   
N   139   ナ打   37   15   6   5   6   

法  ％  50．4   26．6   10．8   4．3   3．6   4・  14．1  

人     N   23  15   5   0  22   

格  ％  Jqq・P   与5・2   21．7   4．3   43   00   43   10．7  

無回答   N   2   0   0   0   0   

％  100．0   50．0   50．0   0．0   0．0   0．0   0．0   ‖月   

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。  

（4）労働時間   

・1ケ月当たりの勤務日数  

通常1ケ月当たりの勤務日数は平均21．0日であった。グループホームに勤務している人の勤務日数  

は平均21．2日であった。  

（単位：日）  

サンプル数   平均値  標準偏差  最大値  最小値   

グノレープホーム   349   21．2   2．4   28   

・1ケ月当たりの実働時間  

通常1ケ月当たりの実働労働時間（残業含む）は平均175．0時間であった。グノレープホームに勤務   

している人の実働労働時間は平均175．6時間であった。  

（単位：時間）  

サンプル数   平均値  標準偏差  最大値  最小値   

グノレープホーム   349   21．2   2．4   28   

（資料：財団法人介護労敵安定センター「介護労働者のストレスに関する調査報告書」）  
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（5）ストレスの状況  

・ストレスの有無と要因  

ストレスの有≠附こついて聞いたところ、「大いにある」と「まあある」を合わせた「（ストレスが）  

ある」は75．3％となっている。  

年齢層別にみると、10～20代では「ある」が81．1％と全体と比べて若干高く、50代以上では「ある」   

が68．6％と若干低くなっている。   

（N■1．088）  

無回答  
ト5＼  全くない   

0．7％  

大いにある   
22．7％  

L無  

数  竺 ⊂ユ  

調 査  n  A ロ 計  妄岬芸     回  

全体  1．088  100．0  22．7  52．6／22．5！0．7   1．5   
10～20代  301  100．0  26．954．2 16．6   0．7！1．7   

無回答  30～40代  四  100，0  24．251．8 22．5     50代以上  田  100．0  16．1 52．5  28．2  

あまりない   
22 5％  

しまあある  
52．6％  

ストレスが「大いにある」または「まあある」と回答した職員に対し、ストレスの要因として影響がある  

項目を聞いたところ、「手11用者との関係」が38．6％で最も多く、次いで「同僚との関係」が31．3％、「夜勤」  

が26．1％となっている。  

法人格別にみると、ほとんどの項目で顕著な差は見られないが、「長時間労働」はNPO法人・その他にお  

いて比較的に低い。  

8％  柑1  201  3肌  4肌  

（複数回答、％）  

伎1   講 査 数 n  A ロ 計  書莞・ 子＋妻＋妻   悍黒   

全体   田  00．0  38．6（D3】．3♪柑．3  22．2j】2，7む3．5」）6．】川2！1．0   

繭訂   

株式・有限  旦 聞   

無回答  社会福祉法人  岨  肌0  43．23l．91廿3  2了■0 胴リ＿       00．0  36，6 32．01‖  匝函．了 0・了     00，¢    亘旧l・8    田  00．8  4皇．う    28．6 25．0  26・8川7 ′〝p，0        25．0：25．0，0．0  25．O25．0 0．0   
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Ⅱ．ヒアリング事項  

【介護サービス事業における事業運営モデルについて】  

①介護保険施設においてlよ建替えに際し、資金を借り入れて介護報酬で借入金を返済するとい   

う方式ではなく、あらかじめ、耐用年数経過後の立替費用に充当するため、毎年一定額を積み立   

てていくことが通常行われているか。  

A．現時点の収支状況では建て替え費用を積み立てることはきわめて難しい。また、賃貸が20％近く   

を占め資産基盤の脆弱な事業所も多し㌔  

②効率的な事業運営を行うにlよ どの程度の利益率を確保することが望ましいか。  

A．利益率8～10％以内が望ましいのではないか（借入金の返済も十分行えるもの。）  

③効率的な事業運営を目指しながら、介護サービスの向上を図るにl£サービス提供を担う介護労   

働者に適切な処遇を行うことが必要。   

その観点から、事業費に対する人件費の割合について、どの程度の水準を確保するような事業運   

営を目指すべきか。事業費に占める人件費の割合の開示lよ人材確保にプラスに作用するれ  

A．情報開示l；玲土会的信頼性を確保するために有効と考える。しかし、人件費のみを切り取って開示し   

ても、i設置主体によって差があることii借入金償還額の差等違いが多く、むしろ収入に占める人件   

費、経費、償還額等を一体的開示にしたほうが、全体が見えてくると考える。   

また賃金体系やキャリアアップの体系、教育研修体系や福利厚生などの開示も有効と考える。  

④移動時聞、待機時間、書類・報告作成、研修時間、ミーティング時間といった直接サービスを提   

供している時間以外の時間帯の賃金の支払い状況はどうか。当該賃金の支払い状況の開示につい   

て、考えるか。  

A．GHでのこれらの業務は時間内に行われているl拭また、時間内に終わらなかった場合lよ 当然   

のことながら時間外手当の支給が必要。時間外手当の支給に関する調査結果lよ以下の通り。（参考資   

料：平成18年度厚生労働省補助事業「認知症グループホーム事業実態調査・研究事業結果報告書」）   

当該の質問に対する回答にはならないが、支払いが実態とは異なると感じている割合が35％ある。  

03 3 実績通りの残業代支払  
A   支   ま   な あ   い 全   無  
計   払   あ   い ま   く   回  

わ   支   リ   支   竺：  

れ   払   支   払  
て   わ   払   わ  
い   れ   わ   れ  
る   て  れ  て  

い  て  い  
る  しヽ  な   

全体  N   1．252   426   311   278   †95   42  

％   100．0   34．0   24，8   222   15．6   3．4   

常勤   N  1013   316   262  242  170  23  

25．9   23．9  16．8  23   
勒     ％                  粍  49   34   23  1す  

形   ％  9．9  82   
態  無回答   2   0  

％   1000   42．9   0．0   286   28．6   0．0  

10～20代  N   297   87   76   75   54   5  

％   100 0  29．3  25 3   18 2  17  
30～40代  559  183   153   1「8   95  10   

年  ％  】Oqq－   32．7  27．4  乙⊥」   7  

齢  50代以 上  381  150  79  82  44  26  

％  215   115   6．8  

衰面答   N【  3   

％   1000   40．0   20．0   200   13．3   67   
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●研修時間を勤務として取り扱っている事業所£全体の9割程度となっている。  

013＿2＿1Sl研修期間の勤務時間としての取扱い（正規職員）  
A   あ   な   無  
計   り   し   回  

さこ   

N   538   488   28   22   

％   100．0   90，7   5．2   4．l   

N   394   333   41   20   

％   100．0   84．5   10．4   5．l   

正規職員   

非正 規職員  

⑤現状でlよ事業費に対する人件費の割合について適切な水準を確保するような事業運営は可能か。可能  
でない場合、障壁となる要因は何か。それ軋介護サービス提供に対する諸規制等に起因するものか。諸  
規制とは直接は関係ない、現在のわが国労噺市場に起因するものか。その障壁を取り除くにはどのような  
措置（規制緩和）を講じる必要があるか。  
・人員、設備、運営に関する基準の中で緩和することが適当な規制はなにか。  
・業務省力化の観点から、サービス提供に関する記録等の各種書類の作成や介護報酬の請求・事業所の   
指定申請に必要な書類の中で省略可能な書類等はないれ  

A．可能でない。   

その理由として抜本的な給与水準の引き上げ可能な介護報酬がまず何より大切。たとえば平成18年   

度義務化された、介護支援専門員の人件費等、介護報酬上適正に評価されているとは思えない。   

【地域格差】  

く例えl甜市部の事業所とそれ以外の事業所）  ①上記諸点について、地域による差はあるか   

A．地域による差はある。雇用状況を見ると都市部の人件費が20％以上高く、しかも得にくい。得にく   
いため求人に対する広告費、労力責なども高額になってきている。  

（2）介護幸酬について  

①平成15年およぴ18年の介護報酬改訂は事業所経営にどのような影響を与えているれ  

A．＜影響その1＞：経営の悪化   

全体の3割以上で離丁を理由として「少し減益」22．5％、「大いに減益」9．9％と回答して   

いる。減益の理由としてlよ「要介護産別の報酬単価の変更により全体の収益が低下」が半数以上を占め   

ている。また、地域密着型サービスに位置付けられたことで、利用者の確保が不安定になったとの回答   
が3割程度、計画作成担当者配置基準による人件費の上昇、夜勤体制配置基準による人件費の上昇が、   
ともに2割以上となっている。（資料：平成18年度厚生労働省補助事業「認知症グループホーム事業実態調査・   

研究事業結果報告書」）  

056介護保険制度改正による事業所収益の変化  
∠ゝ   大   少   変   少   大   無  
計   Lヽ   し   わ   し   い   回  

に   増   滅   に   5亡  

増  益   な  益   減  
益  い  益   

全体  N  0   65   148   127   56   169  

％   00  115  262  225   99  299   

社会福祉法人  N  0   18   37   48   36  

％   

事  N  116   0  42   18   4   42  

業  ％  1000   00   四  3年呈  1阜旦   3ナ  362   
月  譜・    2 4   0   5   2  3   

法  1ワフ   9β   33号  1000   
人  もd  0  7  

格   1000   220   
森答   N   4  0   

％  1000   0．0  250   00  500   00  250   
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＜影響その2＞：医療連携体制に関する事業所負担   

夜間ケア加算が廃止される一方で、医療連携体制加算が創設した しかし、平成18年12月の段階  

で4割程度が連携体制をとっていない結果となった。（厚労省による平成18年9月調査でlよ未設置率  

46％）   

連携体制の手続きをとらない理由lよ r幸酬との折り合いが合わない・看護師が雇えない」が33％、  

「訪問着護ステーションの協力が得られない」が16．3％となっている。（資料：平成18年度厚生労働  

省補助事業「認知症グノレープホーム事業実態調査・研究事業結果報告書」）  

＜影響その3＞：住所地限定による弊害   

報酬改定には直接関わらないが住所地が問題となって希望するグループホームに入れないケースが多  

数発生している。住所地問題で契約に至らないケースを有する事業所lよ全体の30．3％に上り、多  

い事業所では一年間に8件程度発生しており、収益に大きく影響している場合がある利用に至らなかっ  

たケースで希望者の居住地をみると、隣接する市町村の居住者である場合が、62．9％に及ぷ。（同一  

県内のケースも23．6％）（資料：平成18年度厚生労働省補助事業「認知症グループホーム事業実態調査・研  

究事業結果報告書」）  

（有効N：163）  

「。隣‡妄完示村の居定妄這隣接市㌫；i妄一蒜ここ云i二諒こ嘉表盲妄言こ詣表口他㌫表道府県の居住者 

②3年に1回、事業所の経営実態を踏まえた上で、事後に調整する現行の介護報酬の改訂方式をどう考え  

るか。  

A．良いケアをして要介護度が下がった場合にも特別な加算を追加してほしい。現状の改定方式には疑問   

が残る。   

3．介護労働者の定着を図るための措置などについて  

（1）対象について  

①介護労働者の定着を図るための措置などを講じるターゲットをどこにすべき机（正社員か非正社員か。  

性別、年齢はどうか。在宅系と施設系ではどうか）  

A．GH実態調査でIよ正職員の年齢層l£バランスよく採用されており、非正規職員の年齢は高齢者層が  

多い結果となった。非正規職員採用率lよ全体の44．7％。離職率をみると、正規職員に比べて非正規  

職員の離職率が極端に高く、特に株式・有限で顕著である。人材の受給状況lよ設置主体（法人格）によ  

って大きく異なる。しかし、正規、非正規ともに職務への満足度、GHケアの役割意識、職務へのやりが  

い■喜びなどに差異はなく、むしろ継続的な就労に対する意識は非正規職員の方が高い結果となった。非  

正規職長は離職率が高い反面、GHサービスに馴染むことができれば長く働く可能性も高いと考えられる。  

人材確保が困難な中で、資質があり、やる気のある非正規職員への教育を充実させ、正職員登用への道を  

開いていく必要があるのではないか。（現状における非正規職員の教育研修の実態は極めて低い）（資料：平  

成18年度厚生労働省補助事業「認知症グループホーム事業実態調査・研究事業結果報告書」）  
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（2）人材確保・人材不足の状況について  

①人材募集に対する応募状況はどう机募集条件として提示する給与水準はどの程度か。  

A．2年ほど前より急激に悪化している  

・新卒者：給与、待遇等の関係で福祉系の大学、専門学校卒業生の他職種への就職が増えている。  

・既卒者：ハローワーク等からの応募が急激に減少。及び求聴音の質の低下が顕著で定着率が低い。  

・逆インセンティブについて：若い人材その者の確保も軌また経験をつんだ職員が安心して家庭   

をもてる給与水準でない。逆インセンティブ以前の問題である。  

②①で特に24時間、過馳などのサービスに当たる人材の募集についてはどうか。（在宅）  

A．募集しても非常にむずかしい状況。  

③職鼻の経験年数に配慮しない現行の介護報酬体系化でlよ特に若い職員による事業運営の方が利益率が  

上がる「逆インセンティブ」が働くとの指摘があるが、実態はどうか。  

A．人材を集めることが極めて難しい。経験が長くて経費が多少高くても残ってもらいたい。逆インセン   

ティブなどと言っている場合ではなくなっている。そのような側面もあるが現状はそれどころではない。   

（3）キャリアアップ  

①介護労勘考のキャリアアップの仕組みを構築するにlよどのようなことを講じる辛が必要か。  
例）施設長等の任用要件を指定規準に位置付けること、キャリアパスの構築、報酬の算定要件に一定の職  

種の確保を位置付けること 等  

A．・相互評価（相互研修）制度の導入が必要。事業規模が小さいグノレープホームにおいて、研修駿会が少   

ないこと、今後異動が少ない中で人事が硬直化（ホーム内における人間関係の固定化）しケアの質を   
担保するためにlよ同業他社との相互研修l劃陸めて有効と考える。  
・今後、介護福祉士の資格要件が変わり、実務経験者が資格取得する場合実習が必要。認知症グループ   
ホームのような小規模事業所においてキャリアアップのための実習に出すためには他の要員を確保し   

なければいけないが、財政的にも、人員的にも難しし㌔資格取得が難しい職場ではますます人材確保  
が難しくなる。   

（4）離職率の状況  

①介護労触者の離職を防ぎ、定着率を高めるにはどのような措置を講じることが必要か。  

・離職理由とは何か。今後、離職を防ぎ、定着率を高めるために講ずべき措置は何か。  
・離職後、どのような分野で就労しているか。  

A．■GHの職員の聯掛こおける不安の1位軋「夜勤に何が起こるかわからない不安」、2位が「日々の支   
援が利用者の満足につながっているかわからないことへの不安」、3位が「職務内容のわりに賃金が低   
いことである。   

t夜勤時の不安lよGH利用者の重度化にも影響される。夜勤時の不安は誰にでもあるが、緊急時対   
応のしくみや医療連携体制、また個別利用者の状態に応じた知識技術の学びがあれl£介護職員の成   
長と、不安の解消による離職率の低下につなげることができないか。   
■「日々の支援が利用者の満足につながっているかわからないことの不安」も、認知症ケアの学びを深   

めることで、専門人材として成長していくことができないか。   
・賃金に関する問題は介護職員の処遇全般に関わる基本的な課題。GH職員の処遇の任さhL他業種   
との比較においても最低レベルのもの。  
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正職員  
給与  年収  

1年目   6年目   1年目   6年臼   

豪   15．7万円  18．4万円  229．3万円  274．8万円   

止法人  15，9  18．5  245．3   292．7  

人  16．1  18．5  238．3   282．8   

旨限   15．4  18．3   210．7   254．4   

15．6        人・その他  215．5   26】．4   

調査産業計   

電気・ガス・熱供給・水道業  

金融・保険業  

情報通信薫  

教育．学習支援菓  

不動産業  

禁遺業  

鉱業  

建設業  

運輸業  

複合サービス事業  

医療．福祉  

サービス薫  

卸売・小売業  

飲食店，宿泊業  

特別養護老人ホーム  

グループホーム  

給与  年収  

1年目   6年目   1年目   6年目  

13．1万円  15．0万円  173．8方円  201．2万円  

J  13．8   15．6  189．1   215．0  

13．6   15．3   181．6   209．6  
12．5   14．3   156．0  184．1  

そ  153．4  184．2  

社会福祉法 医療法人  
株式・有限  

NPO法人・  
0．0 100．0 200，0 300．8 400．0 5000 600．0 700．0 800．0  

資料イ毎月勤労統計調査」平成17年厚生労働省統計調査  （単位万円）  

QlO＿11N正規職員の入職・離職状況  
（2004年以前開設事業所）  （2005年以降開設事業所）  

職入  
員職  員職  
）者  、一着  
比  比  
奉  率  

正  正  
規   規   

全体  N  140   140  

有効N  136   136  

平均値   56．5   258   

社会福祉法人  N  28   28  

有効N  28   28  

平均値   314   140  

医療法人   N   27   27  

事  有効N   27   27   

業  平均値   54．5   228 

所  N   7   

の  有効N   

法  平均値   701   328  

9   9  

人 格           NPO法人・その他  N        有効N   9   9  

平均値   367   183  

無回答   N   

有効N   

平均値   16．7   8．3   

入  離  
職  職  
者  者  
比  比  
奉  奉   

全体  N   418   418  

有効N   404   404  

平均値  22．8   19．l   

社会福祉法人  N   130   130  

有効N   126   126  

平均値  19．9   17．5  
医療法人  N   88  

事  有効N   88   88   

業  平均値  236   2旦j  

所  株式・有限  N   156   156  

の  有効N   147   147   

法  平均値  25．7   216  

4】   4？  

人 格  NPO法人■その他          N        有効N   40   40  

平均値  些埋  拉・L   

無由奮   N  3  3  

有効N   3   3  

平均値   4．2   10．2  
＊サンプJレごとに比重やポイント差を算出しその平均値を表示している。  
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